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● 

アメリカ・エネルギー省は、原発停止後日本の電力消費は増えていないと結論づけた 



● 

合原有機農園の水田に建設されたソーラーシェアリング発電所 



写真上左から横に、東さん（市民エネルギ

ーちば）、長島さん（CHO技術研究字）、松

岡さん（ソーラーカルチャー）、合原さん

（合原有機農園）、藤川さん、総合司会を

務めた浅輪さん（上田市民エネルギー） 



ソーラーオーブン（左）とドライヤー（右） 

● 

自分たちが作った「マイ・ソーラークッカー」と記念写真（真ん中が西川豊子さん） 
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●ネガワット取引市場、来年４月創設 
（2016.6.9 毎日新聞） 

 家庭や企業が節約した電力量を売買できる

「ネガワット取引」の普及に向けて、政府は来

年４月の市場開設の準備を進めている。政府は、

ネガワット事業者が各家庭が節約した分の電力

を、他の電力小売事業者などと取引できる市場

の創設を目指している。取引ルールの策定など

の準備を進めており、７月中にも市場の開設計

画の概要を発表する。 
 

●2040年には太陽光と風力で４割強 
（2016.6.13 共同通信） 

 世界の太陽光と風力発電が今後急拡大し、

2040 年には世界の発電能力の 42％を占める

との予測を民間調査機関「ブルームバーグ･ニュ

ー･エナジー･ファイナンス」（BNEF）が 13

日、発表した。日本も家庭用の太陽光発電など

が拡大、2015 年の 13％から 2040 年には

32％に増えるという。電力部門の CO2 排出量

は 5％増えるとみられる。 
 

●「炉心溶融使うな」は隠蔽、東電が謝罪 
（2016.6.22 東京新聞） 

 東京電力福島第一原発事故で、当時の清水正

孝社長が「炉心溶融」という言葉を使わないよ

う社内に指示していた問題で、東電の広瀬直己

社長は 21 日の記者会見で、「隠蔽だった」と

認めて謝罪した。東電の調査では、清水氏が官

邸からの指示を受け、口止めしたと推認される

と報告書に記載しながら、当時の官邸関係者へ

の裏付け調査は一切していない。 
 

●工事費過徴収で電力大手に是正指導 
（2016.6.23 日経新聞） 

 電力・ガス取引監視等委員会は、新規参入の

発電事業者から送電工事の費用を過徴収したと

して電力大手２社に是正を指導した。2015 年

９月の委員会設置後、工事費をめぐる指導は初

めて。過徴収すると発電事業者の新規参入を阻

みかねないと判断した。指導を受けた１社は発

電事業者から必要な工事費の1.5倍の１億２千

万円を受け取っていた。 
 

●福島県、原発立地給付金を廃止へ 
（2016.6.28 共同通信） 

 福島県が、東京電力福島第１、第２原発周辺

の自治体で国からの交付金を基に住民と企業に

支給している「原子力立地給付金」のうち、第

１原発分を 2017 年度以降に廃止する方向で

検討していることが 27 日、関係者への取材で

分かった。給付金は電気料金の割引措置に使わ

れている。原発関連の地域振興策を見直すこと

で、原子力に依存しない姿勢を示したい考え。 
 

●家庭 CO２排出量、世帯あたり年間 3.5 トン 
（2016.6.30 日経新聞） 

 環境省は 30 日、家庭からのＣＯ2 排出量が

１世帯当たり年間3.5トンあったとする調査結

果を発表した。家庭からのＣＯ2 排出量を調べ

たのは初めて。電気の使用に伴う排出が約７割

を占め、年間の世帯収入が多いほど排出量が増

える傾向がみられた。用途別の排出量は照明・

家電が約半分を占め、給湯と暖房がそれぞれ約

２割で続いた。 

●島根原発１号機の廃炉計画を申請 
（2016.7.4 ＮＨＫ） 

 廃炉が決まっている島根原発１号機について

中国電力は、およそ 30 年かけて解体作業を終

えるとした計画をまとめ、４日、国の原子力規

制委員会に申請した。計画では、建屋内のプー

ルに保管されている 722 本の使用済み核燃料

を平成 41 年度までに搬出して再処理施設に引

き渡し、およそ 30 年後の平成 57 年度までに

全作業を終えるとしている。 
 

●原発廃炉「石棺方式」に地元猛反発 
（2016.7.15 読売新聞） 

 東京電力福島第一原発の廃炉方法を検討する

国の認可法人「原子力損害賠償・廃炉等支援機

構」が公表した「技術戦略プラン」に地元自治

体が猛反発している。事故で溶け落ちた核燃料

（燃料デブリ）を取り出さず、原子炉ごとコン

クリートで覆う「石棺方式」に言及しているた

めだ。石棺方式では事実上、第一原発が燃料デ

ブリの最終処分場になる。 
 

●国頭村の揚水発電所廃止 
（2016.7.26 琉球新報） 

 世界初の海水を利用した揚水発電所として、

電源開発が沖縄県国頭村安波で運転してきた

「沖縄やんばる海水揚水発電所」が、19 日付

で廃止されたことが分かった。同発電所は国が

建設費 320 億円を投じて 1999 年に完成。海

洋地域に適した再生可能エネルギーシステムと

して実用化を目指してきたが、沖縄電力との売

電交渉が不調に終わり施設の継続を断念した。 
 

●東電不具合で使用量通知遅れ 
（2016.7.30 毎日新聞） 

 ４月に始まった電力小売りの全面自由化で新

規参入業者（新電力）に切り替えた顧客への電

気料金の請求が約１万件遅れる事態となってい

る。配電網を管理する東京電力系の東電パワー

グリッド（ＰＧ）のシステムの不具合などが原

因で、新電力からは「東電が原因なのに、顧客

への対応の矢面には自分たちが立たされる」と

恨み節も漏れている。 
 

●福島廃炉、公的資金で支援検討 
（2016.7.31 日経新聞） 

 経済産業省は東京電力福島第１原子力発電所

の廃炉に向けた新たな支援措置の検討に入った。

原子力損害賠償・廃炉等支援機構に公的な基金

をつくり、廃炉費用を一時的に援助。東京電力

ホールディングスの事業者負担を原則に、長期

間かけて国に資金を返す。結果的に電気料金に

転嫁されないよう東電ＨＤには徹底した経営改

革を求める。 
 

●原発抜きでは極めて困難 
（2016.8.4 時事通信） 

 山本公一環境相は３日の就任記者会見で、地

球温暖化対策を進める上での電源構成について

「原発抜きで、2030 年までに（2013 年比で）

温室効果ガスを 26％削減する目標を達成する

のは極めて困難」と述べ、原発の再稼働などを

進める政府方針を堅持する考えを示した。また、

石炭火力発電の新設計画の条件付き容認方針も

基本的に踏襲する意向も表明。 
 

●地域間送電網を開放へ 
（2016.8.12 日経新聞） 

 地域間送電網が新規参入の電力事業者にも開

放される方向となった。これまで大手電力会社

などが既得権として使ってきたが、電力広域的

運営推進機関は安く発電できる事業者が優先的

に使えるようにする方針。競争力の高い発電所

の電気を全国に送り、電気料金の引き下げにつ

なげる狙いがある。月内にも電力会社関係者や

学者、弁護士らが参加する検討会を立ち上げる。 

●非化石電力の取引市場創設へ？ 
（2016.8.23 日刊工業新聞） 

 経済産業省･資源エネルギー庁は再生エネや

原発など非化石電源の電力価値を売買する新取

引市場を創設する方針を固めた。小売電気事業

者は、エネルギー供給構造高度化法に基づき

2030 年度に非化石電源比率 44％以上を求め

られる。電源調達に多様な選択肢を用意し、新

電力の目標達成を支える。第三者が仲介する「非

化石価値取引市場」で売買できるようにする。 
 

●ＮＰＯが店の省エネ化支援 
（2016.8.24 中日新聞･福井） 

 ＮＰＯ法人「エコプランふくい」が「市民共

同節電所」と銘打ったユニークな取り組みを進

めている。店のエアコンや照明を新型に買い替

えることで、消費電力を減らして環境に寄与し

てもらうのが狙い。買い替え費用を、省エネを

促進する国の補助金と出資者からの投資で賄う。

店は従来の電気代を払い続けるだけで“返済”

できるのが利点。 
 

●省エネ家電販売に補助金 
（2016.8.25 時事通信） 

 環境省は 25 日、省エネ性能に優れたエアコ

ンや冷蔵庫などの家電製品について、2017 年

度から販売実績に応じて事業者に補助金を支給

する方針を固めた。家電量販店やインターネッ

ト通販業者、個人商店など幅広い業者を支給対

象とすることで積極的に販売してもらい、省エ

ネ家電の普及を加速させる。同年度予算の概算

要求に関連経費 99 億円を盛り込む。 
 

●中国が「パリ協定」の批准決定 
（2016.9.3 朝日新聞） 

 中国の全国人民代表大会（全人代＝国会に相

当）常務委員会は３日、2020 年以降の地球温

暖化対策の国際的枠組みとなる「パリ協定」の

批准を決定した。世界の温室効果ガス排出量の

２０％以上を占める最大の排出国の中国が批准

を決めたことに加え、世界第２位の排出国であ

る米国も近く批准する見通しで、協定の早期発

効に向けて大きく前進した。 
 

●経産相、専門委で東電廃炉支援を議論 
（2016.9.20 共同通信） 

 世耕経産相は 20 日の閣議後の記者会見で、

東京電力の経営問題を専門に議論する委員会を

新たに設置すると発表した。福島廃炉費用の支

援や東電の事業再編をにらんだ経営改革を一体

で議題にする。設置されるのは「東京電力改革・

１Ｆ問題委員会」。主要経済団体の代表らがメ

ンバーに入るほか東京電力ホールディングスの

広瀬社長もオブザーバーとして参加する。 
 

●環境問題への関心低下 
（2016.9.24 時事通信） 

 内閣府は２４日、「地球温暖化対策に関する

世論調査」の結果を発表した。地球環境問題に

「関心がある」「ある程度関心がある」と答え

た人は合計 87.2％で、2007 年の前回調査よ

り約５ポイント減った。地球温暖化対策税（環

境税）などの認知度も低調で、関心が低下して

いることが浮き彫りとなった。今後はインター

ネットやスマホを用いた啓発活動に力を入れる。 
 

●原発廃炉、新電力にも負担を検討 
（2016.9.27 ＮＨＫ） 

 大手電力会社が保有する原発廃炉の費用をど

のようにまかなっていくのか話し合う経産省の

委員会が 27 日から始まった。これまで電気料

金に上乗せされる制度になっていたが、電力の

自由化が始まったことで新電力にも負担しても

らう枠組みを検討する。委員会では新しい負担

の在り方として、送電線の利用料＝「託送料」

に上乗せする案が国から示された。 

す 

 

 

 

環境・エネルギー 

８行ニュース 

※報道記事を抜粋したものです 
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台湾で１００％自然エネルギー村づくり始まる 
～先住民の小さな村「タロマク」の大きな挑戦 

足温ネット活動日誌 新刊の 

ご紹介
 

● 足元から地球温暖化を考える市民ネットえどがわ公式フェイスブック https://facebook.com/sokuonnet 

太陽光発電パネル設置を前にプロジェクト旗を掲げる村民たち 

屋根に太陽光発電パネルを設置した村民たち 

http://ameblo.jp/enekeireport/image-12189650820-13693151982.html



